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燃料転換等で実現する排出削減
～ 西部ガスグループ サプライチェーン排出削減に向けた取組み ～

2025年3月7日

西部ガス株式会社

『サプライチェーン全体で考えるコストとCO2削減』オンラインセミナー
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１．当社グループ概要 1

 西部ガスグループは、北部九州を中心に、ガスエネルギー事業、電力その他エネル
ギー事業、不動産事業、食関連事業等を行うエネルギーとくらしの総合サービス企業。

 2021年より西部ガスグループ体制（西部ガスホールディングス）へ移行。

ガス

58.0%

LPG

9.2%

電力・その他エネルギー

8.0%

不動産

15.5%

その他

9.3%

1930年 西部ガス 設立

1986年 天然ガス導入開始

2012年 再生可能エネルギー発電事業参入

2016年 小売電気事業参入

2021年 西部ガスグループ体制へ移行

1994年 お客さま戸数100万戸突破

2020年 不動産賃借事業を
西部ガス都市開発へ集約

《沿 革》 《セグメント別売上高構成比》

2023年度
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１．当社グループ概要 2

 ガスエネルギー事業や小売電気事業は、北部九州が主な供給エリア。
《都市ガス/プロパンガス サービスエリア》《エネルギー取扱量》

2023年度実績

６９１ 千トン天然ガス取扱量

８７４ 百万m3都市ガス販売量

１６４ 千トンLPG販売量

６１ MW再エネ電源取扱量

都市ガス LPガス 電気

主
な
エ
リ
ア

福岡～
北九州

久留米

大牟田

西部ガス

久留米ガス

大牟田ガス

西部ガスエネルギー

西部ガス

《福岡県内のエネルギー販売機能》
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4

１．西部ガスグループのカーボンニュートラルへの取組み概要
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西部ガスグループ の取り組み 5

2021年 2022年 2023年

【カーボンニュートラル2050】
・カーボンニュートラル宣言
・2050年までの方向性提示
・2030年時の数値目標

【CNアクションプラン】
・具体的な行動計画
・取組みのロードマップ
・数値目標の内訳

【サステナビリティレポート】
・取組みの進捗

・CN数値の実績

【TCFD提言】
・気候変動対策
・シナリオ分析
・リスク管理

 2021年9月に「西部ガスグループカーボンニュートラル2050」にて、2050年カーボン
ニュートラル実現へのチャレンジを宣言。

 2022年12月に「カーボンニュートラルアクションプラン」にて具体的な行動計画を策定
し、その計画や実績は適宜ステークホルダーへ開示。
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西部ガスグループ の取り組み 6

※１ 当社グループおよびお客さま先における2030年
断面のCO₂排出削減貢献量（2020年度～）

※２ 現在の当社グループおよびお客さま先のCO₂排出量
（約300万トン/ 年）の約2分の1に相当

※３ 国内外における電源開発、FIT電源、調達を含む
※４ 供給するガス全体にカーボンニュートラル化したガス

（メタネーション、水素、バイオガス、カーボン・オフセット
LNG等の手段で製造または調達したガス）
が占める割合

 カーボンニュートラル実現に向けた主な取り組みは「天然ガスシフト」「ガスの脱炭素
化」「電源の脱炭素化」。

 2030年目標には、CO2排出削減貢献量150万トンなど３つの指標を掲げる。
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7天然ガスシフト

 石油・石炭などからの積極的な燃料転換の推進や、船舶燃料のLNG転換、省エネ・
高効率のガス機器の拡販によりCO2の排出量削減を目指す。
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天然ガスシフト＿燃料転換とガスの高度利用 8

出典:カーボンニュートラルチャレンジ2050アクションプラン（日本ガス協会）を基に当社にて作成

■ 石炭・石油→天然ガス転換によるCO2削減ポテンシャル

2030年時点の
CO2削減目標の

約3％

※国内で転換可能な石炭等の化石燃料を全て天然ガスにシフトした場合
※総合エネルギー統計2018 詳細表を参考に天然ガス化可能な用途に限定して算定

約1,900万t-CO2

自家発電（石炭・石油） ガスコジェネ

燃料
転換

■ 天然ガス転換の推進

 天然ガスは、産業競争力を維持しつつCO2排出量の抑制に足元から貢献できるエネ
ルギーであり、熱分野では石油・石炭からの燃料転換や高効率機器導入等により
CO2削減に貢献。
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ガスの脱炭素化 9

出典:西部ガスグループ 「カーボンニュートラル2050」
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ガスの脱炭素化＿カーボン・オフセット都市ガス／LNG 10

 原料ガスの採掘から燃焼に至るまでのすべて、またはその過程の一部で発生する温室効果
ガスを、カーボン・クレジットで相殺（カーボン・オフセット）した都市ガス／LNGのこと。

天然ガス田 LNG輸送船 LNG受入基地 工場等による排出

クレジット化

CO2

CO2

CO2CO2CO2

都市ガス

ＬＮＧ

ライフサイクル全体または燃焼
に伴うCO2をオフセット
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11ガスの脱炭素化＿e-メタン

 「 」とは、大気中に排出されるCO2と非化石エネルギー由来の水素
を原料として製造された合成メタン。

 ガス業界では、2030年にe-methane 1%導入を目標に取り組んでおり、当社もひびき
LNG基地にて実証に取組み中。
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電源の脱炭素化 12

出典:西部ガスグループ 「カーボンニュートラル2050」
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13電源の脱炭素化＿太陽光発電・陸上風力発電

福岡
16件

⾧崎
3件

熊本
1件

宮崎
1件

京都
1件

山口
2件

 FIT制度開始に伴い、2012年より再エネ開発を開始し、グループ会社のエネ・シード
㈱において24物件（太陽光23、風力1）約5.9万kWを運用中。
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14電源の脱炭素化＿洋上風力発電

出典元:ひびきウインドエナジー(株)取組概要（2023．10更新）を一部加工

ひびきLNG基地

 2017年4月に5社で出資し「ひびきウインドエナジー(株)」を設立(当社:10%)。
 発電規模は22万kW(25基)で、2025年度中の運転開始予定。
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電源の脱炭素化＿地熱・バイオマス発電 15

地熱発電所
建設予定地

熊本県

■わいた第2地熱発電所 ■阿蘇市 バイオマス発電事業

＜バイオマス発電所完成予想図＞

小国町
阿蘇市

熊本県阿蘇郡小国町事業場所

4,995 kW設備容量

2026年3月運転開始予定

熊本県阿蘇市事業場所

900kW発電容量

2025年中運転開始予定

バイオマス発電所
建設予定地

 最近は地熱発電(0.5万kW規模)、バイオマス発電(0.09万kW規模)にも出資
 いずれも2025年度中の運転開始予定。
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16

１．西部ガスグループのカーボンニュートラルへの取組み概要

２．西部ガスグループが提供する低炭素化サービス

３．都市ガスの脱炭素化に向けた取組み



© Saibu Gas Co., Ltd. ALL Rights Reserved

ガスの低炭素化から脱炭素化 17

省エネ

天然ガス
＋

オフセット

脱炭素
エネルギー

低炭素化

エネルギーの脱炭素化

高効率ガス機器の導入天然ガスへの燃料転換

オフセットした都市ガス/LNGの供給

《ガスの低炭素化から脱炭素化（イメージ）》

バイオガス 水素

ガスコージェネレーション ボイラー

e-メタン

 熱需要の脱炭素化に向けて、天然ガスへの燃料転換や徹底した省エネによる低炭素化が
が非常に重要。

 お客さまのニーズに応じてカーボンオフセットした都市ガスやLNGの供給などにも取り組む。
 天然ガスによる低炭素化からe-methane等による脱炭素化へシームレスに移行。
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天然ガスシフト＿天然ガスについて 18

出典元:IEA Natural Gas Prospects to 2010
（1986）

出典元:総合エネルギー統計 令和4年度(2022年度)におけるエネルギー需給実績(確報)を一部加工

一次エネルギー国内エネルギー構成比

 都市ガスの原料となる天然ガスはメタンを主成分としているエネルギーであり、地球温
暖化の原因とされる二酸化炭素（CO2）等の排出が少なく、硫黄酸化物（SOX）
を全く排出しないクリーン性が特徴。

 電気・都市ガスの原料として幅広く国民生活を支え省エネに貢献するとともに、これま
で産業の発展に寄与。今後も熱・電力の両分野で「S＋3E」実現のためのエネルギー
として期待。
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天然ガスシフト＿熱需要の重要性 19

出典:日本ガス協会／水素・燃料電池戦略協議会資料(2020/12/16）を一部加工

ガスで作れる熱の範囲

・ガラス溶解炉
・焼成炉
・圧延炉 等

・アルミ溶解炉
・浸炭炉
・焼入炉 等

・亜鉛溶解炉
・ベーキング炉
・焼付乾燥炉

等

・蒸気ボイラ
・水切乾燥炉
・遠赤外線

乾燥炉 等

・温水ボイラ
・浸管加熱装置
・パルス燃焼

加熱装置 等

・工業空調
・プロセス冷却

等

■ エネルギー利用用途と温度レベル■ 民生・産業部門の用途別
エネルギー消費量

出典:日本ガス協会

 民生・産業部門のエネルギー消費量の約6割は熱需要が占める。
 産業部門では、燃焼による加熱・蒸気が負荷追従性・温度均一性の面で広く選択さ

れ、また主に高温領域において技術面や経済面で優位性があるガス体エネルギーは、
日本のものづくり産業を支える不可欠なエネルギー。
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（参考）第7次エネルギー基本計画 20

 エネルギー基本計画とは、エネルギー政策の基本的な方向性を示すために政府が策
定するものであり、第7次エネルギー基本計画が2025年2月に閣議決定。

 2040年度温室効果ガス73％削減目標と整合的な形で、エネルギー安定供給、経
済成⾧、脱炭素の同時実現に取り組んでいくものとなっている。

（１）基本的考え方

２．需要側の省エネルギー・非化石転換

我が国では、化石燃料への過度な依存から脱却し、エネルギー危機にも耐え得る需給構造への転換を進める
ため、徹底した省エネルギーに向けた取組を進めてきた。
化石燃料の大宗を海外からの輸入に依存する我が国において、徹底した省エネルギーの重要性は不変である

が、今後、２０５０年カーボンニュートラルに向けて更に排出削減対策を進めていく上では、需要サイドの取組
として、徹底した省エネルギーに加え、電化や非化石転換が占める割合も今まで以上に大きくなると考えられる。
特に、非電力が占める割合は約７割と高く、今後は熱需要の脱炭素化が重要となる。
このため、電化が可能な分野においては、Ｓ＋３Ｅのバランスを確保しつつ、電源の脱炭素化と電化を推進

していくことが求められる。併せて、２０５０年カーボンニュートラル実現に向けては、電化が困難であるなど、脱
炭素化が難しい分野においても脱炭素化を推進していくことが求められるため、天然ガスなどへの燃料転換に加
え、水素等やＣＣＵＳなどを活用した対策も進めていく必要がある。
その際、こうした排出削減対策は、温室効果ガスの限界削減コストが相対的に高い対策も含まれるため、脱

炭素化に向けた取組に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく、経済合理的な対策から優先して導入することが
不可欠である。このため、今後は、各対策がＣＯ２をどれだけ削減できるかという観点から、省エネルギー、電化、
非化石転換などの選択肢を総合的に勘案した上で、コスト最適な手段を用いて政策を進めていく必要がある。

出典:エネルギー基本計画(令和7年2月）P19 へ西部ガスにて加筆
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21燃料転換事例①

事業概要

CO2排出量（t-CO2/年）

実施前 実施後

 ボイラーのトラブルが減少

 重油タンクの在庫管理・発注や受け入

れ管理が不要となり、労働負荷が減少

 補助金を活用し、イニシャルを削減

リネン業種

福岡県所在地

A重油焚き蒸気ボイラ800kg×2台
A重油焚きマイクロコジェネ5kW×1台従来設備

都市ガス焚き蒸気ボイラ800kg×2台
都市ガス焚きマイクロコジェネ5kW×1台導入設備

重油 重油 蒸気

ボイラー

都市ガス
ボイラー

重油

ガス
蒸気

実施前

実施後

226

161

0

50

100

150

200

250

約65t-CO2削減

概略図

メリット
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22燃料転換事例②

事業概要 概略図

CO2排出量（t-CO2/年）

実施前 実施後

 Ａ重油タンクスペースの有効利用。

 重油タンクの在庫管理・発注や受け入れ

管理が不要となり、労働負荷が減少

 GHP導入による電力平準化で電気料金

が低減。

 補助金活用によるイニシャルコストの低減。

メリット

食品製造業種

福岡県所在地

A重油焚き 蒸気ボイラ 0.75t×2台
EHP 10HP×4台従来設備

都市ガス焚き蒸気ボイラ 0.75t×2台
GHP 20HP×2台導入設備

重油 重油 蒸気

ボイラー

重油

蒸気

実施前

実施後

132

92

0

50

100

150

約40t-CO2削減

ガス

ボイラー

EHP

GHP

電気

都市ガス
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23燃料転換事例③

製菓業種

福岡県所在地

LPG焚き蒸気ボイラー
500kg×3台従来設備

都市ガス焚き蒸気ボイラー
500kg×3台導入設備

事業概要

CO2排出量（t-CO2/年）

LPG 蒸気

ボイラー

ボイラー

重油

ガス
蒸気

162
135

0

50

100

150

200

▲26t-CO2

実施前 実施後

LPG
ﾊﾞﾙｸ

 LPGに比べて単価が安くなった。

 ボンベ設置場所の有効活用。

概略図

メリット

実施前

実施後

都市ガス
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西部ガスが提供する省エネルギー診断（産業用、業務用対象） 24

 ガス会社としてのノウハウを生かし、ガスだけではなく、電気や水などを含めた総合的な
エネルギー診断を実施します。

 特に特殊なエネルギー消費機器が多い工場等の産業用のお客さまには「工場安心
サポート」というサービスで様々な省エネルギー方法を提案しています。
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25西部ガスが提供する省エネルギー診断（産業用、業務用対象）
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26

①放熱診断
蒸気配管や温水配管、工業炉等から大気中に放熱しロスとなっている箇所を特定
放熱量を計算し、対策による効果を定量化（コスト化）して報告します。

蒸気配管50A 1mあたり、約2.4MJ/hの放熱量になります。（蒸気圧力0.7MPaG 当社試算）
年間5,000時間稼働する配管であれば、約12,000MJ/年の放熱量になり、都市ガス換算で
約300m3/年のロスになります。
※CO2排出量=657kg増加

工業炉 炉壁の劣化による放熱 炉筒煙管ボイラ本体からの放熱 蒸気配管からの放熱

赤外線サーモグラフィー

西部ガスが提供する省エネルギー診断（産業用、業務用対象）
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27

②圧縮空気漏れ診断
工場内の配管や機器からの圧縮空気の漏れ量は、空気使用量の10％～20%と言われています。
圧縮空気を作るのコンプレッサーは電力消費量が非常に多い機器です。
空気漏れ対策はコンプレッサーの省エネの第一歩といわれています。

【例:37kWコンプレッサー】
37KW × 6,000h（運転時間）= 222,000kWh × 10% ＝ 22,200kWh（漏れ）
22,200kWh × 20円/kWh（電気料金）＝ 440千円/年
※9,013kg-CO2排出量の増加

エアガン ホースリール部からの圧縮空気漏れ 超音波検知機

超音波カメラ

西部ガスが提供する省エネルギー診断（産業用、業務用対象）
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 経済産業省の補助事業である「省エネクイック診断」の診断機関として登録しています。
 補助金を受けた価格で省エネ診断受診可能です。
 現場調査を1日で行い、それをもとに診断報告を実施します。
 さまざまな補助金（SII、福岡県など）の採択率向上につながります。
 省エネを始めるきっかけとして活用していただけます。

西部ガスが提供する省エネルギー診断（補助金:省エネクイック診断）
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 環境省の補助事業である「SHIFT事業」の診断機関として登録しています。
 補助率３/4 補助上限:200万円
 DX型CO2削減対策実行支援事業対象（見える化システムを導入する省エネ診断）
 SHIFT事業での②設備改修事業の採択率向上につながります。

西部ガスが提供する省エネルギー診断（補助金:SHIFT事業）



© Saibu Gas Co., Ltd. ALL Rights Reserved

30

１．西部ガスグループのカーボンニュートラルへの取組み概要

２．西部ガスグループが提供する低炭素化サービス

３．都市ガスの脱炭素化に向けた取組み
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31e-メタンはココがすごい!

熱需要の脱炭素化 既存のインフラと機器が活用可能

出典元:日本ガス協会HP（https://www.gas.or.jp/gastainable/）

 熱需要の脱炭素化
⇒ 民生・産業部門の約６割を占める熱エネルギーの脱炭素化に貢献できる

 既存のインフラと機器が活用可能
⇒ガス管をはじめとした強靭性の高い既存のガスインフラ設備はもちろん、お客さまが現在
使用されているガス機器もそのまま活用できるので、社会全体で導入コストを抑制できる
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32九州発!メタネーションプロジェクト

プロジェクト広報担当
メタ姉さん

 ひびきLNG基地におけるメタネーション実証事業を、e-メタン導入に向けたファーストス
テップとして位置づけ2023年度より取組み中。
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舞台は北九州!ひびきLNG基地舞台は北九州!ひびきLNG基地 3333

管理センター

LNGローリー出荷設備

天然ガス火力発電所建設地

実証事業エリア
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日本語

メタメタすごい! 九州独自の「地産地消モデル」メタメタすごい! 九州独自の「地産地消モデル」 3434

 本実証事業は、「地産地消」モデルを目指す。
 九州は再生可能エネルギーの普及が進んでいる地域で、余剰電力を活用して電解

水素を調達しやすい土地柄。
 ひびきLNG基地の都市ガスボイラーの排ガスからCO2を効率良く分離回収することで

輸送コストと環境負荷を低減。
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35物語はまだ始まったばかり!

現在

 メタネーション設備は2024年11月に着工し、2025年6月頃からe-メタンを製造。
 実証事業終了後、2030年に都市ガス販売量の1%を目標にe-メタンを実用化し、

2050年には90%をe-メタンで供給するという業界目標に向け取組みを加速。
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36日本企業が関係する世界のe-メタン関連PJ

出典元:JOGMEC 「カーボンニュートラル実現に向けた国内外におけるe-methaneの取組み」2024.7.18

 海外でも多くのe-メタンPJが検討中。
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